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「里親支援機関事業の実施について」の一部改正について 
 
 
 
 
 標記については、平成２０年４月１日付雇児発第０４０１０１１号厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長通知「里親支援機関事業の実施について」により行われ

ているところであるが、今般、その一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成

２４年４月１日から適用することとしたので通知する。 
  



（別紙）「里親支援機関事業の実施について」の一部改正 新旧対照表

新 旧

雇児発第０４０１０１１号 雇児発第０４０１０１１号
平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日

【一部改正】平成２１年３月３１日雇児発第０３３１０１５号 【一部改正】平成２１年３月３１日雇児発第０３３１０１５号
【一部改正】平成２３年３月３０日雇 児 発 ０ ３ ３ ０ 第 ４ 号 【一部改正】平成２３年３月３０日雇 児 発 ０ ３ ３ ０ 第 ４ 号
【一部改正】平成２４年３月２９日雇 児 発 ０ ３ ２ ９ 第 ５ 号

都 道 府 県 知 事 都 道 府 県 知 事
各 指 定 都 市 市 長 殿 各 指 定 都 市 市 長 殿

児童相談所設置市市長 児童相談所設置市市長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

里親支援機関事業の実施について 里親支援機関事業の実施について

社会的養護体制において、より家庭的な環境で愛着関係の形成を図ることができ 社会的養護体制において、より家庭的な環境で愛着関係の形成を図ることができ
る里親委託を推進するためには、里親制度に対する国民の理解を深めるとともに、 る里親委託を推進するためには、里親制度に対する国民の理解を深めるとともに、
里親を育成し、支える体制の整備を図ることが重要となっている。 里親を育成し、支える体制の整備を図ることが重要となっている。

このため、里親制度の普及促進や、里親研修の実施、子どもの委託までのマッチ このため、里親制度の普及促進や、里親研修の実施、子どもの委託までのマッチ
ングの調整、里親家庭への訪問等による相談支援などの業務を総合的に実施するた ングの調整、里親家庭への訪問等による相談支援などの業務を総合的に実施するた
め、別紙のとおり「里親支援機関事業実施要綱」を定め、平成２０年４月１日から め、別紙のとおり「里親支援機関事業実施要綱」を定め、平成２０年４月１日から
実施することとしたので、その適正かつ、円滑な実施を期せられたく通知する。 実施することとしたので、その適正かつ、円滑な実施を期せられたく通知する。

なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１ なお、この通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１
項の規定に基づく技術的な助言である。 項の規定に基づく技術的な助言である。



（別紙） （別紙）

里親支援機関事業実施要綱 里親支援機関事業実施要綱

第１ （略） 第１ （略）

第２ 実施主体及び里親支援機関の指定 第２ 実施主体
１ 実施主体

この事業の実施主体は、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。 この事業の実施主体は、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含む。
以下同じ。）とする。なお、都道府県は第３に掲げる事業内容の全部又は一部 以下同じ。）とする。なお、都道府県は第３に掲げる事業内容の全部又は一部
について、里親会、児童家庭支援センター、児童養護施設、乳児院、ＮＰＯ について、里親会、児童家庭支援センター、児童養護施設、乳児院、ＮＰＯ
等、当該事業を適切に実施することができると認めた者に委託して実施できる 等、当該事業を適切に実施することができると認めた者に委託して実施できる
こととする。 こととする。

２ 里親支援機関の指定
都道府県は、第３に掲げる事業を実施する際、委託先を里親支援機関として

指定することができる。
この場合、都道府県は、所管区域外において第３に掲げる事業を適切に実施

することができると認めた者についても、里親支援機関として指定することが
できる。

なお、第３に掲げる事業の委託を行うか否かにかかわらず、里親会、児童家
庭支援センター、里親支援専門相談員を置く児童養護施設又は乳児院について
は、その有する里親支援に関する役割を明示するため、里親支援機関に指定す
ることが望ましい。

３ 留意事項
児童福祉法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第８５号）の施行によ なお、児童福祉法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第８５号）の施

り、都道府県が行わなければならない業務として、児童福祉法（昭和２２年法 行により、都道府県が行わなければならない業務として、児童福祉法（昭和２
律第１６４号。以下「法」という。）第１１条第１項第２号へに「里親につ ２年法律第１６４号。以下「法」という。）第１１条第１項第２号へに「里親
き、その相談に応じ、必要な情報の提供、助言、研修その他の援助を行うこ につき、その相談に応じ、必要な情報の提供、助言、研修その他の援助を行う
と」が規定され、同条第４項及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第 こと」が規定され、同条第４項及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令
１１号）第１条の３８で、当該業務に係る事務の全部又は一部を、都道府県知 第１１号）第１条の３８で、当該業務に係る事務の全部又は一部を、都道府県
事が当該業務を適切に行うことができる者と認めた者に委託することができる 知事が当該業務を適切に行うことができる者と認めた者に委託することができ
こととされている。また、法第１１条第５項に、委託を受けた者の守秘義務が ることとされている。また、法第１１条第５項に、委託を受けた者の守秘義務
規定されている。 が規定されている。

第３ 事業内容 第３ 事業内容
１ （略） １ （略）
２ 里親委託推進・支援等事業 ２ 里親委託推進・支援等事業
（１）（略） （１）（略）
（２）事業の実施体制 （２）事業の実施体制

この事業の実施に当たっては、里親委託等推進員を配置するとともに、関 この事業の実施に当たっては、里親委託等推進員を配置するとともに、関
係機関と連携し里親委託等を円滑に進めるため、都道府県の単位及び児童相 係機関と連携し里親委託等を円滑に進めるため、里親委託等推進委員会を設
談所の単位において、里親委託等推進委員会を設置することとする。 置することとする。
① （略） ① （略）
② 里親委託等推進委員会の設置 ② 里親委託等推進委員会の設置

ア 里親委託等推進委員会は、児童相談所の里親担当職員、里親委託等推 ア 里親委託等推進委員会は、里親委託等推進員、児童相談所の里親担当



進員、施設の里親支援専門相談員及び里親により構成し、必要に応じ学 職員、里親及び施設の職員により構成し、必要に応じ学識経験者等に対
識経験者等に対し本委員会への参加を依頼すること。 し本委員会への参加を依頼すること。

イ～エ （略） イ～エ （略）
（３）及び（４）（略） （３）及び（４）（略）

第４及び第５ （略） 第４及び第５ （略）

第６ その他
里親支援及び里親委託等推進方策の向上を図るため、公益財団法人全国里親

会においても、里親委託等推進委員会を設け、地域の里親会や里親支援機関、
児童相談所等を対象に調査を行い、里親の養育技術の向上、里親支援、里親委
託等の好事例集、困難事例集、マニュアル、里親研修資料等の作成・提供を行
うので、協力・連携を願いたいこと。


